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3  財務の概要
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Ⅰ 事業活動収支計算書 

2016 年度決算は、学生生徒数増を主な要因とし、事業活動収入の増、事業活動収支差額比率の向上となっ

た。事業活動収入合計は 130 億 8,700 万円、事業活動支出合計は 119 億 1,200 万円となった。基本金組入

前当年度収支差額は 11 億 7,500 万円となり、事業活動収入計に対する比率は 9.0%である。 

翌年度繰越収支差額はマイナス 95 億 3,200 万円の支出超過である。これは本学が施設・設備を充実させ、

学生生徒等の満足度を高めることから発生しているものであるが、これについても今年度 17 億 7,600 万円

の改善となった。主な収支については以下の通りである。 

1. 教育活動収支

教育活動収入は大学の学生数増加により、4億 1,700 万円増の 127 億 7,400 万円となった。学納金、手数料、

経常費等補助金は増加し、寄付金は減少した。

教育活動支出は7,200万円増の117億5,600万円となった。人件費が増加した一方で経常経費が減となった。

その結果、教育活動収支差額は 10 億 1,700 万円で、教育活動収入計に対する比率は 8.0％である。

2. 教育活動外収支

教育活動外収支は受取利息・配当金、および借入金等利息の金額であり、教育活動外収支差額は 1 億 2,100

万円となった。その結果、経常収支差額は 3億 2,300 万円増の 11 億 3,900 万円となった。

3. 特別収支

特別収支の収入として、有価証券売却益、施設設備の寄付金、及び、補助金で 1 億 7,400 万円を計上し、特

別収支の支出として、資産処分差額 1億 3,800 万円を計上した結果、特別収支差額は 3,600 万円となった。

こども園父母会から施設設備寄付金を受け、他にも遊具設置の一助となる施設設備寄付金を受けた。

4. 基本金組入前当年度収支差額

上記の教育活動収支、教育活動外収支、特別収支の結果、基本金組入前当年度収支差額は 11 億 7,500 万円と

なった。事業活動収入計に対する比率は 9.0％である。

5. 繰越収支差額

基本金 4億 2,400 万円組入後の当年度収支差額は、7 億 5,100 万円となった。

6. 翌年度繰越収支差額

基本金取崩額 10 億 2,600 万円後の翌年度繰越収支差額はマイナス 95 億 3,200 万円となり、昨年度末より

17 億 7,600 万円改善した。事業活動収入計に対する比率は 72.8％となった
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Ⅱ 資金収支計算書 

事業活動収支計算書の説明以外での特記事項は次の通りである。 

 

1. 収入 

借入金等収入は入学支度金貸付資金として公益財団法人東京都私学財団から借入れた 40 万円である。資産売

却収入は、短・中期運用の有価証券償還に伴う収入である。前受金収入は授業料等の前受金の 29 億 4,000 万

円である。 

2. 支出 

施設関係の支出は北校舎建設工事、隣接地の取得、インフラを中心とした学園環境整備事業、省エネ機器設

置工事、トイレ改修工事等であり、設備関係の支出はネットワーク基幹スイッチの更新のほか情報システム

の環境整備を重点的に推進したことによる支出である。資産運用支出は主に短・中期運用の有価証券の購入

支出である。その他の支出では、留学支援として無利子貸与である昭和学園奨学金貸付金支払支出を行った。 
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Ⅲ 貸借対照表 

 

1. 資産 

資産の部では特定資産を財源とした建物の建設工事等（北校舎等）を実施したことにより、固定資産内の移

動が発生した。その結果、資産の部合計は 9億 4,700 万円増の 514 億 9,900 万円となった。 

2. 負債 

借入金は返済により 2億 427 万円減少し、期末残高は 9 億 964 万円となった。退職給与引当金は 2,116 万円

の減少となった。なお、退職給与引当金は従来から期末要支給額の 100％相当額の引当を行っている。 

3. 純資産の部 

基本金は新たな組入れにより第１号基本金が 11 億 9,900 万円の増加となった。第 2 号基本金は、目的であっ

た北校舎建設工事が完了したため、取崩を行った。翌年度繰越収支差額は、17 億 7,600 万円改善されマイナ

ス 95 億 3,200 万円となった。  
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参考：学校法人会計について 

 

1. 学校法人会計と企業会計との違いについて 

 学校法人では収支については「資金収支計算書」、損益については「事業活動収支計算書」を作成しています。 

 2014 年度迄の学校法人会計基準では収入と支出を一覧表示する形で計算書を作成していましたが、企業会計の損

益計算書やキャッシュ・フロー計算書のように区分表示がされていませんでした。この表示では、活動内容ごとの

収支について利用者が組替えて計算し直さないと把握しにくいという問題を抱えていました。 

 2015 年度からの学校法人会計基準の改正により、「活動区分資金収支計算書」、「事業活動収支計算書」でも区分表

示を行い、活動内容ごとの収支及び損益について把握しやすい形式となっています。 

 また、基本金組入前の損益と、組入後の損益の両方を表示する形式となり、施設設備に対する損益への影響を計算

書内で把握できるようになり、継続的に損益を読み取ることが出来るようになりました。 

 学校法人会計の特徴として、基本金があります。基本金とは、学校法人会計基準第 29 条に「学校法人が、その諸

活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、その事業活動収入のうちから組

み入れた金額を基本金とする。」と規定されています。 

 基本金については 4種類が定められていますが、この基本金について決定される組入額が、毎年、事業活動収支計

算書で収入超過額を源泉として組み入れられていき、貸借対照表の純資産を示すところに、企業会計でいう資本の

部にあたるところに、基本金の種類別に累計されています。 

 

2. 作成する計算書類について 

学校法人の会計は、「学校法人会計基準」により処理し、毎会計年度終了後、次の計算書類を作成しています。 

A. 資金収支計算書及び次の附属内訳表 

① 資金収支内訳表 

② 人件費支出内訳表 

③ 活動区分資金収支内訳表 

B. 事業活動収支計算書及び事業活動収支内訳表 

C. 貸借対照表及び次の附属明細表 

① 固定資産明細書 

② 借入金明細書 

③ 基本金明細書 

D. 財産目録 

 

3. 各計算書類の目的 

① 「資金収支計算書」は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収支の内容ならびに当該会計年度におけ

る支払資金の収支のてん末を明らかにすることが目的であり、企業会計の「キャッシュ・フロー計算書」に

類似したものです。 

② 「事業活動収支計算書」は、当該会計年度における事業活動収支の均衡状態とその内容を明らかにし、学校

法人の経営状況が健全であるかどうかを示すもので、企業会計の損益計算書にあたるものです。 

③ 「貸借対照表」は、年度末における学校法人の財政状態をあらわした計算書類で、企業会計の貸借対照表と

同様のものです。 

 

4. 記載科目の説明 

① 学生生徒等納付金･･･学則に定める徴収金であり、授業料、実験実習費、入学金等 

② 手数料･･･入学検定料、試験料、証明手数料 

③ 寄付金･･･金銭その他の資産を寄贈者から贈与されたもので、補助金とならないもの 

④ 補助金･･･国または地方公共団体からの助成金等 

⑤ 資産売却収入･･･帳簿残高のある固定資産等の売却収入 

⑥ 付随事業・収益事業収入･･･教育活動に付随する活動に係る事業の収入 

⑦ 受取利息・配当金収入･･･預金、有価証券の利息収入 
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⑧ 雑収入･･･上記以外の収入で、施設設備利用料収入等 

⑨ 前受金収入･･･翌会計年度以後の諸活動に対応する収入 

⑩ 資金収入調整勘定･･･当年度の諸活動に対応する収入であるが、資金の収入が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる収入項目に対応する勘定 

⑪ 人件費･･･教職員人件費、役員報酬、退職金支出 

⑫ 教育研究経費･･･教育研究のために支出する経費支出 

⑬ 管理経費･･･教育研究経費以外の経費支出 

⑭ 借入金等利息支出･･･借入金に係る利息支出 

⑮ 借入金等返済支出･･･借入金に係る返済支出 

⑯ 施設関係支出･･･土地、建物、構築物、建設仮勘定等に係る支出 

⑰ 設備関係支出･･･備品、図書等の取得に係る支出 

⑱ 資産運用支出･･･資金運用目的による資金支出 

⑲ その他の支出･･･貸付金支払支出、預り金支払支出、前払金支払支出等 

⑳ 資金支出調整勘定･･･当年度の諸活動に対応する支出であるが、資金の支出が当年度中に行われず、前年度ま

たは翌年度に行われる支出項目に対応する勘定 
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